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泉北ニュータウン公的賃貸住宅再生計画 平成 24 年 5 月改訂 概要版 

ⅠⅠ．．泉泉北北ニニュューータタウウンン公公的的賃賃貸貸住住宅宅再再生生計計画画のの位位置置づづけけ  

 

 

ⅡⅡ．．泉泉北北ニニュューータタウウンンのの住住宅宅地地再再生生のの方方針針  

  

 
１１．．泉泉北北ニニュューータタウウンンのの住住宅宅地地再再生生にに向向けけたた現現状状・・課課題題 

 泉北ニュータウンは、近隣住区論をはじめとした近代都市計画の考え方に基づき、小学校区をニュ

ータウンを構成するコミュニティの基礎単位（住区）として計画された。 

 住区内では通過交通を排除し、歩行者のための緑道が、近隣センター、医療センター、小・中学校

や幼稚園・保育所、公園等を結ぶ形で整備されている。 

 現状では、若年世帯の居住ニーズに対応した魅力的な住宅地となりえていない。一方で、泉北ニュ

ータウンに隣接する地域においては、新たな開発が進んでいる。 

 各住区は、開発年次や立地、住宅構成により、人口・世帯数や年齢階層、空家の状況、近隣セン

ターの状況等が大きく異なっている。 

 住宅地の再生にあたっては、これらの状況を踏まえた対応が求められる。 

【泉北ニュータウンの住宅地再生に向けた現状・課題の整理】 

 リスク ポテンシャル 

ハ
ー
ド 

◆公的賃貸住宅や公共施設の更新等がなされ

ず、土地利用が固定化し、新たなニーズに対応

できていない 

◆若年世帯の受け皿となる民間賃貸住宅がほと

んど供給されていない 

◆需要層の減少等により、商業機能が低下 

◆住宅などのバリアフリー化が不十分 

◆公的賃貸住宅の割合が一般市街地に比して高

く、駅から距離のある団地において空家が増加 

◆戸建て住宅の空家の増加 

◆マンション需要は駅周辺のみと限定的 

◆駅前や幹線道路沿道に公的資産があり、新た

な都市機能導入の可能性 

◆駅へのバスアクセス、都市部への鉄道アクセス

は比較的良好 

◆歩車分離され、今後の高齢化においても、歩い

て安心して暮らせるまち 

◆道路や公園などの都市基盤が充実 

◆ニュータウン周辺の、農地や里山などの恵まれ

た田園環境がある 

◆泉ヶ丘駅前地域や公的賃貸住宅について、再

生に向けた取り組みを開始 

◆戸建て住宅・商業の需要は一定見込める 

ソ
フ
ト 

◆人口の減少、少子・高齢化の進行による地域活

力の低下の懸念 

◆世帯分離に伴うニュータウン外への転出などに

よる生産年齢人口の減少 

◆自治会加入率の低下などによる、地域コミュニ

ティの弱体化 

◆高齢者等や主婦等が活躍できる仕事場や楽し

める場の不足 

◆まちづくりの担い手となる元気な中高年、主婦層

の存在 

◆地域をベースに活動するＮＰＯ等の活動が活発 

◆ニュータウン周辺では、祭りが継承され、ニュー

タウン住民とも交流が図られている 

◆趣味や文化活動等を端緒に、新たな地域コミュ

ニティが形成されつつある 

◆低炭素化に向けた取組みが展開 

  

 

２．泉泉北北ニニュューータタウウンンのの住住宅宅地地のの再再生生のの方方向向性性 

 泉北ニュータウンが「持続発展可能なまち」をめざすため、次の３つの視点で住宅地の再生を

考える。 

 

 

 

 本計画は、「泉北ニュータウン再生指針（H22.5堺市）」や「泉ヶ丘駅前地域活性化ビジョン（H23.3 

本協議会）」の策定などの取り組みを踏まえ、本協議会において、泉北ニュータウンの再生に向け

て、公的賃貸住宅の今後の活用方策や管理・運営の方向性を示した「再生の方針」と、公的賃貸

住宅の再生事業の方針や具体的取組みを明らかにした「再生事業計画」を示すものである。 

 

 なお、公的賃貸住宅の再生のための具体的な事業手法、事業連携方策、活用地等の活用方法

や一体的な管理・運営の具体的方策については、今後の社会情勢等の変化や各主体の事業進

捗状況等も踏まえ、次年度以降継続して検討する必要があることから、本計画は、今後改訂して

いくこととする。 

 

 

●多様な年齢層がバランスよく居住する持続発展可能なまちとなるために、ニュータウンで生

まれ育った世代が住み続けたり、U ターンしたりできるまちづくりを進める。 

●公的賃貸住宅の再編などにより、多様な住宅供給を進めるとともに、既存ストックも活用

し、高齢者や子育て世帯向けの支援施設や、様々な年齢層が集い交流する場などの整

備を促進する。 

●既存戸建て住宅等の流通を促進するために、戸建て住宅に居住している高齢者等へのサ

ービス付き高齢者向け住宅等の情報提供や、子育て世帯等への空家の情報提供や家賃

補助など、住み替えを円滑化させる仕組みを構築する。 

 

 

●これまでの住宅に特化した土地利用から、より身近な範囲に暮らしを支える「職」「遊」「学」

「住」の様々な機能が配置されたまちをめざす。 

●コミュニティビジネスや生涯学習、趣味などの活動を支える場の確保を促進するとともに、

幹線道路沿道などでは、地域の状況に応じて、公的資産の活用などにより、商業施設など

の多様な機能の導入を検討する。 

 

 

●ニュータウンの立地特性などを踏まえ、多様な住宅の導入や良好な住環境の整備を   

図り、ニュータウン周辺ともつながりのある、泉北らしい住まい方「泉北スタイル」を実現。 

●太陽光など自然エネルギーの活用や、公共交通や自転車の利用の促進などにより、省エ

ネ、省ＣＯ２につながる環境にやさしいまちづくりを進める。 

①多様な年齢層がバランスよく居住するまちへ 

②住宅に特化した土地利用から暮らしを支える多様な機能をもつまちへ 

③泉北らしい住まい方「泉北スタイル」を実現する特色あるまちへ 

※泉北スタイルとは 

  泉北ニュータウン再生指針に示されている、基本方針に基づく暮らし像 
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■■泉泉北北ららししいい住住ままいい方方「「泉泉北北ススタタイイルル」」（（イイメメーージジ図図））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

概ね駅から徒歩圏内 

【まちのイメージ】 

生活利便性の高い立地特性を活かし、子育て世帯向けの分譲・賃貸集合住宅、

戸建て住宅やサービス付き高齢者向け住宅等の供給の誘導を図る。 

 

  

【ライフスタイルのイメージ例】 

 

概ね駅前圏内 

【まちのイメージ】 

駅前圏内では、まちの魅力・活力を創造するため、広域的利用も視野に入れた地区

センターの再生を進めるとともに、特に泉ヶ丘地区においては、その拠点・利便性を活か

した多様な機能導入や世代にかかわらず住み続けられる多様な住宅の導入を図る。 

 

【ライフスタイルのイメージ例】 

 

地区 

鉄道 

駅 

徒歩圏 駅前圏 

公園 

駅から徒歩圏外 

【まちのイメージ】 

駅から距離のある周辺部において、ゆとりのある郊外居住を実現するまちとして、

良好なまちなみや緑豊かな住環境の整備を図る。 
 
 

【ライフスタイルのイメージ例】 

 

ニュータウン周辺とのつながり 

ニュータウン周辺の農地や里

山、緑との関わりを持ち、自然や

農業とのふれあいのある暮らし

方を推進する。また、ニュータウ

ン周辺のお祭りや地域のイベン

ト・趣味のサークル活動など、各

自のライフスタイルに応じて人と

つながり、楽しむことができるまち

づくりをめざす。 

○高齢期に駅前

マンションやケ

ア付き住宅に

住むことにより

住み慣れたまち

で送る充実した

シニアライフ 

 

○通勤のしやすさ

やショッピング

等の利便性を

重視しながら、

休日は文化活

動等を楽しむ

暮らし 

 

○身近な自然環境

での環境学習や

自宅の菜園・近

隣の農地で農を

楽しみながら子

育てを行う暮らし 

 

○環境にやさしい

暮らし方を重視

し、自然エネル

ギーの活用を重

視しながら豊か

な自然環境と共

生する暮らし 

 

○普段は地区セン

ターを利用し、休

日には緑道での

散歩を楽しむ等

ニュータウンの施

設や資源を有効

に利用した暮らし 

 

緑地・歩行者ネットワーク 

緑道や公園等の豊富な

自然環境と一体となった

歩行者ネットワークを構築

する。 

○自宅の一部をオ

フィスとして活用

しながら、住民向

けのソーシャルビ

ジネス等に取り

組む暮らし 

 

○平日は近隣の

大学で学び、休

日は地域会館で

イベント活動を

楽しむ暮らし 

 

 

○平日は電車で都

心部に通勤しな

がら、週末はキッ

チンガーデンや

ニュータウン周

辺の市民農園を

楽しむ暮らし 

 

○趣味や文化活動

を重視しながら、

ゆとりある環境の

中、自宅のアトリ

エで創作活動を

行う暮らし 
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ｚ
ⅢⅢ．．泉泉北北ニニュューータタウウンンのの公公的的賃賃貸貸住住宅宅再再生生のの方方針針  

 
１１．．公公的的賃賃貸貸住住宅宅のの現現状状とと課課題題  

 泉北ニュータウン内に約6万戸存する住宅のほぼ半数の約3万戸が公的賃貸住宅。（府営住宅：15,797戸、

ＵＲ賃貸住宅：8,324 戸、府公社賃貸住宅：5,385 戸） 

 公的賃貸住宅ストックのうち、81.5％が昭和 40 年代に建設され、一時期に大量の住宅が耐用年限を迎える。 

 公的賃貸住宅の内、40～50 ㎡が最も多く、全体の 46.8％を占める。 

 現行の耐震基準を満たし、かつＥＶ設置などバリアフリー性能を有している公的賃貸住宅ストックは、約 35％に

とどまる。 

 平成 23年３月末時点で、泉北ニュータウン内の府営住宅全体の空家率は 12.6％、公社賃貸住宅全体では

7.3％、ＵＲ賃貸住宅全体では 7.4％と空家率が高い傾向にある。 

 

 

■■公公的的賃賃貸貸住住宅宅再再生生とと連連携携ししたた地地域域ののままちちづづくくりりイイメメーージジ（（一一例例））  

 

 

●将来の人口・世帯減少や住宅ストックの状況等を総合的に勘案し、戸数規模の縮減を検討する。 

●戸数規模の縮減にあたっては、住区を基本として、立地特性、従前居住者の居住安定確保、その他

の住宅ストックとのバランスなどを総合的に勘案した上で、団地の統廃合を含めた再編を行う。 

●一斉に更新時期を迎えつつある公的賃貸住宅を再生し、良質な公的賃貸住宅の確保を図るとと

もに、ストックをまちづくりに有効に活用していくことで、泉北ニュータウン再生を牽引する。 

●公的賃貸住宅の再生に当たっては、地域住民や行政のニーズを踏まえつつ、建替えや集約化、

改修、創出された用地の活用等の再生事業を行う。 

 

 

 

●バリアフリー化された良質な公的賃貸住宅を供給する。 

●既存ストックを有効活用した、多様な世帯のニーズに応える整備を図る。 

●民間事業者やＮＰＯ等へ空家を貸し出し、高齢者向け住宅等への転用を図るなど、地域の多様な

居住ニーズに対応した活用を行う。 

●建替等により創出される用地では、子育て世帯や高齢者世帯等向けの多様な住宅の供給を図る。 

 

●建替等により創出される用地において、商業施設・福祉施設等の多様な機能を導入する。 

●空家や空きスペースの貸し出しを進め、地域の生活支援施設、まちづくり活動拠点、コミュニティビジ

ネス等の就労の場等への用途転換を図る。 

 

●公的賃貸住宅の整備や創出された用地の活用等に際しては、太陽光など自然エネルギーの活用

や省エネ・省ＣＯ2の取組みなどを積極的に行う。 

① 多様な年齢層のニーズに応える多様な住宅の供給 

 

② 暮らしを支える多様な機能の導入 

 

③ 自然エネルギーの活用や省エネ・省ＣＯ２の取組みの推進 

 

 

●府・公社・ＵＲがそれぞれの経営状況に応じて管理・運営を行うだけでなく、相互に連携し、公的賃

貸住宅全体を一体的に捉えた管理・運営が求められるため、相互に連携した募集窓口サービス

の強化や募集情報の共同発信、建替等の際の相互の空家の借上げによる仮移転先住宅等とし

ての活用や、まちづくりに効果的な位置・規模の用地の創出に取り組むなど、各主体が連携した取

組みを展開していく。 

 

●公的賃貸住宅の再生に向けては、堺市が示した「泉北ニュータウン再生指針」に沿って、再生事

業が効果的に行われるよう、各公的賃貸住宅事業主体と連携・調整を図りながら、関連する道

路・上下水道・公園等の公共施設の整備・更新や適切な維持管理に取り組むとともに、若年・子

育て世帯の誘導や民間事業者、NPO 等との連携推進などソフト面の取組みを行う。  

（１）将来の人口・世帯減少などを踏まえた戸数規模縮減の検討 

 

（２）泉北ニュータウンの住宅地の再生に資する公的賃貸住宅の活用 

 

 

（３）公的賃貸住宅の再生を効果的に進めていくための「府・公社・ＵＲの連携」 

 

 

 

（４）堺市と公的賃貸住宅事業主体の連携の推進 

 

 

 

若年世帯・子育て世帯等
新たな世帯の誘導

サービス付高齢者
向け住宅の供給

戸建て住宅地

生活サービス拠点

公的団地

子育て世帯向け
マンション等の供給

商業・サービス等の導入

若年世帯・子育て世帯等
新たな世帯の誘導

生活利便性の向上
新たな雇用の創出

団地の集約化・統廃合等

公的賃貸住宅の供給
集約

戸建て用地創出

住み替え

住区

・改修・リニューアル
・空き家ストックの有効活用等

公的団地

住み替え

地域の生活支援施設
まちづくり活動拠点の創出

高齢者世帯の住み替え

２２．．公公的的賃賃貸貸住住宅宅再再生生のの方方針針  
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ⅣⅣ．．泉泉北北ニニュューータタウウンンのの公公的的賃賃貸貸住住宅宅再再生生事事業業計計画画  

 

 

本計画は、「公的賃貸住宅の再生の方針」を踏まえ、今後概ね 10 年間の公的賃貸住宅の再生事業
の方針や具体的取組みを示すものである。 

１１．．公公的的賃賃貸貸住住宅宅再再生生事事業業のの方方針針  

（１）各再生事業の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）活用地や既存ストックにおける多様な機能導入 

 泉北ニュータウン再生や泉北スタイルの実現に向けた、活用地

や既存ストックへの機能導入の考え方は、次表のとおりとする。 

 なお、活用地への具体的な機能導入にあたっては、立地状況

や社会情勢、地域のまちづくりニーズ等を踏まえて、本協議会に

おいて協議・調整を行うこととする。 

 

■■公公的的賃賃貸貸住住宅宅のの活活用用地地やや既既存存スストトッッククへへのの機機能能導導入入のの方方向向性性 

機能 活用地 
既存 

ストック 

住
機
能 

集
合 

住
宅 

・利便性を重視する共働き世帯、若年ファミリー世帯を対象とした分譲マンシ
ョンや民間賃貸住宅等 

○  

・低廉でオシャレな住まいを望む学生等の若年世帯用の賃貸住宅、シェアハ
ウス等 

 ○ 

戸
建 

住
宅 

・若年ファミリー世帯のニーズ（価格・広さなど）を踏まえた戸建住宅 ○  

・菜園付き住宅やエコ住宅など環境や趣味を生かした付加価値のある戸建
住宅 

○  

高齢者向け住宅：介護サービス・生活支援サービス付きの高齢者向け住宅 ○ ○ 

商
業 

機
能 

スーパーマーケット、飲食店、コンビニエンスストアなど、住宅地内の身近な商業機
能 

○  

交
流
・ 

集
会
機
能 

コミュニティ活動やＮＰＯ活動の拠点 

○ ○ 日常的に住民同士が交流するサロン 

カフェや趣味の店など、同じ志向を持った居住者が交流できる店舗 

子
育
て
支
援 

機
能 

保育所、一時預かりなど安心して子どもを預けることができる場 

○ ○ 
子育てサークル・子育てサロンなどの活動スペース 

公園や街角広場など多様な遊び場 

子連れで気軽に利用できる店舗・飲食店 

医
療
・
福
祉 

機
能 

医療施設 ○  

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ○  

居宅介護サービス等を提供する事業所 〇 〇 

インフォーマルサービス（高齢者向けの食事サービスを提供するレストラン等） ○ ○ 

文
化
・
レ
ク

リ
エ
ー
シ
ョ

ン
機
能 

生涯学習施設、既存の文化施設を補完する文化施設 ○ ○ 

広域利用も想定したアミューズメント・スポーツ・レクリエーション施設 
○  

広域利用を想定した学校施設（インターナショナルスクール、専門学校、大学など） 

業
務 

機
能 

小規模事務所、ＳＯＨＯ等（貸オフィス、コピー・プリントサービスなど） ○ ○ 

そ
の 他 自然環境学習や農業体験ができるフィールド（森林・農園等） ○  

 

活用地に導入された 

高齢者福祉施設の事例 

 

●バリアフリー化された良質な公的賃貸住宅を供給するため、建替事業を

行う。 

●概ね 10 年間は、耐震性の確保及び堺市のまちづくりに資する活用地創

出等のため、府営住宅において建替事業に着手する。 

●建替住棟では、住宅を中心に自然エネルギーの活用、省エネ・省ＣＯ２化

を推進する。 

 

①建替事業 

 

 

建替事業後の公的賃貸住宅の事例 

 

●入居者の居住の安定を確保しつつ、団地規模の縮小

や小規模団地の集約化等を行うもので、事業により生

み出される空き住戸・住棟や活用地においては、地域

のまちづくりや団地内住民サービスの向上に資する、子

育て、医療・福祉、商業等の多様な機能導入を図る。 

●府営住宅において、需要が低く、現行の耐震基準を満

たしていない団地・住棟を中心に集約事業を行う。 

●ＵＲ賃貸住宅のうち「ＵＲ賃貸住宅ストック再生・再編方

針」において、「団地再生（集約）」に位置づけられてい

る団地について、集約事業を行う。 

 

②集約事業 

 

 

■集約事業のイメージ 

事業前 

活用地への 

機能導入 

集約対象エリア 

移転 

既存住戸・住棟を 

活用した機能導入 

事業後 
耐震改修、 

EV の設置等 

子育て、医療・福祉、商業等 

多様な機能を導入 

 

●現行の耐震基準を満たしていない住棟について、耐震改修等により住棟の耐震化を推進する。 

 

③耐震改修事業 

 

 

 

●中層住棟へのＥＶの設置や団地内、住戸内の段差解消などバリアフリー化を推進する。 

●太陽光パネルの設置、窓・外壁等の断熱化、高効率機器の導入等、省エネ・省ＣＯ２化を推進する。 

●空室や集会所、団地内の空きスペース等の既存ストックを活用し、居住者や地域のニーズに対応した子

育て、医療・福祉、商業等の多様な機能の導入を図る。 

●住棟の劣化状況や耐用年限等を考慮しつつ、住棟全体のリニューアルなど、多様な既存ストックの有効

活用について検討を進める。 

 

 

④既存ストック活用事業 

 

 

既存中層住棟の改修事例 既存住戸の改修・転用例

（高齢者支援住宅に転用） 
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ⅣⅣ．．泉泉北北ニニュューータタウウンンのの公公的的賃賃貸貸住住宅宅再再生生事事業業計計画画  

 

 

（３）再生事業の推進に向けた取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅤⅤ．．泉泉北北ニニュューータタウウンンのの公公的的賃賃貸貸住住宅宅再再生生事事業業のの推推進進にに向向けけてて  

 公的賃貸住宅の再生を効果的に進め、泉北ニュータウン再生を牽引していくためには、自治体で

ある大阪府・堺市と、公的賃貸住宅の事業主体である大阪府・公社・UR が各々の役割に基づき、

相互に連携し、事業推進に向けて引き続き協議・調整を行っていく必要がある。 

 平成 23年度策定の本計画においては、自治体の役割や各事業主体の取り組みを一定程度示し

てはいるが、以下の事項については、今後も引き続き、本協議会において検討・協議・調整を行

い、本計画を改訂していくこととする。 

 また、地区センターや近隣センターの再生と連携した公的賃貸住宅の再生事業の方針を検討す

るため、センターのあり方や再生の方向性についても、検討を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

■■事事業業推推進進体体制制ののイイメメーージジ  

 

 

●地区センターや近隣センターに存する、あるいは隣接する公的

賃貸住宅は、センターの再生と連携し、多様な機能導入の推

進や多様な世代が集い交流する場等の創出を検討する。 

●幹線道路沿道などでは、近隣センター等既存の商業機能の状

況に配慮しながら、地域の利便性・生活サービス向上や雇用

創出に資する商業施設等の導入を検討する。 

●幹線道路沿道以外の公的賃貸住宅においても、空室や集会

所、団地内の空きスペース等の既存ストックを活用し、居住者

や地域のニーズに対応した機能の導入を検討する。 

●緑道・公園・緑地に接する公的賃貸住宅では、見通しの悪さや

夜間の安全性確保等の防犯上の課題への対応を検討する。 

●再生事業を進める上では、環境にやさしいまちづくりに取り組む

とともに、豊かな自然環境や周辺の街並みとの調和を図るなど

景観に配慮する。 

 

①まちづくりへの配慮事項 

 

 

 

●相互の空家を借上げ等により移転先住宅等として活用することにより、入居者の居住の安定を確

保し、再生事業を円滑に進める。 

●各主体の活用地や市所有の低・未利用地等を相互に活用し、建替事業等を推進する。 

●近接した位置で複数の団地の再生事業を実施する場合は、まちづくりに効果的な位置・規模での

活用地の創出に向けて、主体間での事業連携を検討する。 

●相互に連携した募集窓口サービスの強化や、募集情報の共同発信などに取り組む。 

 

②主体間連携による事業の推進 

 

 

 

●再生事業実施や活用地等への機能導入にあたっては、PPP・PFI 等、民間活力の活用を検討する。 

 

③事業推進の手法 

 

 
 

●家賃補助等により、若年世帯や子育て世帯の居住継続や新

規入居を誘導する。 

●既存ストックを活用し、多様な機能導入を促進するため、民間

事業者や NPO、まちづくり団体等への支援を実施する。 

●堺市と事業主体、民間事業者、NPO等との連携により、ニュー

タウン内での住み替え円滑化に向けた仕組みを構築する。 

 

④ソフト支援 

 

 

 

●具体的な事業方針や実施時期等が決まっていない団地においては、引き続き検討を行うと

ともに、主体間の具体的な事業連携方策についても、個別団地の状況や再生事業の方針

に応じて、検討・調整する。なお、各事業主体において事業方針を見直す場合も、必要に

応じ、協議・調整を行うこととする。 

●PPP・PFI 等民間活力を活用した、新たな財政負担が伴わない再生事業手法について検討

を行い、効率的な事業推進に努めるとともに、更なる再生事業の実施可能性などについて

も検討を行う。 

●公的賃貸住宅全体を一体的に捉えた管理・運営の具体的方策についても、引き続き検討

を行う。 

●再生事業推進のため、国の支援制度の活用可能性や法令等の規制緩和等の必要性など

について引き続き検討を行う。 

 

（１）公的賃貸住宅再生事業の更なる検討 

 

 

 

●活用地への具体的な機能導入に当たっては、立地条件や社会情勢、地域のまちづくりニー

ズ等を踏まえて、協議・調整を行う。 

 

（２）活用地における導入機能の検討 

 

 

【事例：ハートアイランド新田】 
既存の集会所・住戸を活用した、
ＵＲ、自治体、ＮＰＯの連携に
よる子育て支援の取り組み 

●泉北ニュータウンの住宅地の再生にあたっては、住区を基本単位としながら検討を進める必要があ

る。しかし、事業を推進する上で、住区内の公的賃貸住宅だけでは、移転先の住戸を十分に確保で

きないことから、本計画では、住区の次に大きい構成単位で、移転の際の居住者の負担も比較的少

ない、中学校区を単位として再生事業計画を検討する。（再生事業総括図（Ｐ6、7）を参照） 

 

 

事業 
提案 

公的賃貸住宅事業者 
行政 

堺市 

大阪府 
大阪府 

公社 ＵＲ 

事業 
提案 

協力・連携 

 

調整 調整 

協力・ 
連携 
 

 

泉北ニュータウン再生 
府市等連携協議会 

●関係主体が集まり検討・協議・

調整を行う場 

【堺市・大阪府・公社・UR・タウン管理財団】 
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宮山台 

竹城台 

若松台 

三原台 

高倉台 

晴美台 

茶山台 

槇塚台 
原山台 

桃山台 

中区 

大阪狭山市 南区 

宮山台中学校区 

若松台中学校区 

三原台中学校区 

晴美台中学校区 

■■公公的的賃賃貸貸住住宅宅のの再再生生事事業業総総括括図図  

  ●●泉泉ヶヶ丘丘地地区区 

府営宮山台第 2 

（220 戸、S42、中層） 

府営竹城台第 4 

（555 戸、S42、中層） 

 

 

UR 泉北竹城台 2丁 

（915 戸、S44、中層・高層） 

 

UR 泉北泉ヶ丘駅前 

（627 戸、S45、高層） 
公社三原台 B 

（211 戸、S45、高層） 

 

府営宮山台第 4 

（701 戸、S41.43.44、中層） 

府営宮山台第 1 

（430 戸、S42.46、中層） 

UR 泉北竹城台 1丁 

（1,502戸、S44、中層・高層） 

 

公社三原台 C 

（40 戸、S46、中層） 

 

府営三原台第 1 

（1,605 戸、S44・45、中層） 

  

府営竹城台第 3 

（555 戸、S42、中層） 

府営高倉台第 4 

（280 戸、S45、中層） 

  

府営高倉台第 3 

（479戸、S45.46、中層・高層） 

  

公社三原台 

（250 戸、S45、中層） 

 

公社高倉台 

（150 戸、S47、中層） 

 

公社晴美台 B 

（460 戸、S46、中層） 

 

府営高倉台センター 

（313 戸、S46、高層）  

府営高倉台第 1 

（605 戸、S47、高層） 

 

公社槇塚台 

（112 戸、S46、高層） 

 

府営若松台第 2 

（762戸、S43・44・47、中層） 

UR 泉北茶山台 3丁 

（200 戸、S45、高層） 

 
 

公社茶山台 

（990 戸、S45、中層） 

 

公社茶山台 B 

（270 戸、S47、中層） 

 

UR 泉北茶山台 2丁 

（1,225戸、S45、中層・高層） 

 

公社晴美台 

（530 戸、S46、中層） 

 

府営晴美台第 3 

（270 戸、S46、中層） 

 

公社晴美台Ｄ 

（104 戸、S46、高層） 

 

 

府営槇塚台第１ 

（1,128戸、S46、中層・高層） 

府営若松台第 1 
（650戸、S43・44・51、中層） 

 公社晴美台 C 

（98 戸、S46、高層） 

 

団 地 名 

（現在の管理戸数、建設年（URは管理開始年）、構造） 

 

府営晴美台第 4 

（804 戸、S46、中層・高層） 

※各団地の戸数等は現時点のデータであり、事業後の戸数等を示すものではない。 

 

集約 

集約 



 

 7 
 

7
 

 

●●栂栂地地区区・・光光明明池池地地区区  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■転入者の前住地 

41－42 

団 地 名 

（現在の管理戸数、建設年（URは管理開始年）、構造） 

 

府営桃山台 1丁 

（330 戸、S46、中層） 

 

UR 泉北桃山台 1丁 

（800 戸、S46、中層・高層） 

 

公社赤坂台 

（105 戸、S50、高層） 

府営赤坂台 3丁 

（1,253戸、S47.48、中層・高層） 

府営桃山台 3丁西 

（150 戸、S59、中層） 

 

府営桃山台 2丁 

（180 戸、S46、中層） 

公社原山台 

（430 戸、S47、中層） 

 

府営新檜尾台 3丁 

（300 戸、S52、中層） 

 

府営鴨谷台 1丁 

（350 戸、S54.57、中層） 

 

府営原山台 5丁第 2 

（157 戸、S49、高層） 

 

公社鴨谷台 

（370 戸、S51、中層） 

 

公社原山台 B 

（495 戸、S48、高層） 

 

公社鴨谷台 B 

（40 戸、S52、中層） 

 

UR 光明池駅前 

（562 戸、S53、高層） 

 

UR 泉北鴨谷台 3丁 

（565 戸、S49、高層） 

 

府営原山台 4丁 

（85 戸、S47、高層） 

府営原山台 3丁 

（1,064戸、S47、中層・高層） 

府営庭代台 2丁 

（490 戸、S47、中層） 

府営御池台 2丁 

（170 戸、S53、中層） 

UR 泉北城山台 2丁 

（521 戸、S59、中層） 

UR 泉北庭代台 2丁 

（440 戸、S47、中層） 

公社庭代台 

（430 戸、S47、中層） 

 

公社庭代台 B 

（300 戸、S47、中層） 

 

UR 泉北城山台 3丁 

（310 戸、S50、中層） 

  

府営城山台 2丁 

（688戸、S51.52、中層・高層） 

 

府営原山台 5丁 

（1,013戸、S47.48、中層・高層） 

UR 泉北原山台 1丁 

（657 戸、S46、高層） 

 

府営桃山台 3丁 

（210 戸、S46.49、高層） 

 

竹城台 

若松台 

原山台 

桃山台 

南区 

庭代台 

御池台 

赤坂台 

新檜尾台 

鴨谷台 

城山台 

和泉市 

福泉南中学校区 

原山台中学校区 

庭代台中学校区 

美木多中学校区 

赤坂台中学校区 

※各団地の戸数等は現時点のデータであり、事業後の戸数等を示すものではない。 

 


